
沖縄県の環境沖縄県の環境
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アジア主要都市がアジア主要都市が44時間圏内にあり、東アジアの中心に位置する。時間圏内にあり、東アジアの中心に位置する。
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地理的優位性と２４時間稼動による利便性向上（最遅集荷の実現等）地理的優位性と２４時間稼動による利便性向上（最遅集荷の実現等）
成田、関空に次ぐ全国成田、関空に次ぐ全国33位の取扱量位の取扱量

（資料） 沖縄県 http://okinawahub.com/より

日本の都市とアジア主要都市の中継地の役割日本の都市とアジア主要都市の中継地の役割
（那覇空港のハブ＆スポーク機能）（那覇空港のハブ＆スポーク機能）

取扱貨物の拡大→物流事業の拡大取扱貨物の拡大→物流事業の拡大
（リペアセンター、物流倉庫センター）（リペアセンター、物流倉庫センター）

物流事業拡大→県経済・雇用の拡大物流事業拡大→県経済・雇用の拡大
↓↓

物流を活かした新たなビジネスモデルの創出物流を活かした新たなビジネスモデルの創出



年齢別人口の推移 (全国)
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（注）上記データは各年10月1日現在

（単位：千人）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

1億733万人

（1972年）

(年)

1億2,751万人

（2012年）
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15～64歳の
労働人口が減少



年齢別人口の推移（沖縄県）
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（1972年）

140万人
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（出所） 総務省統計局

（注）上記データは各年10月1日現在 7

全国のように
15～64歳の労働人口

は減少していない

２０１２年は復帰時と比べると４６％の増加２０１２年は復帰時と比べると４６％の増加

労働人口（１５～６４歳）の割合が全国と比較して高い労働人口（１５～６４歳）の割合が全国と比較して高い
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全国的な減少傾向の中、２０２０年まで増加するのは沖縄県のみ全国的な減少傾向の中、２０２０年まで増加するのは沖縄県のみ
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平成42～47年
（2030～2035）間の増減率

将来推計人口の増減率 (2010-2035)

(出所) 「日本の都道府県別将来推計人口 (平成25年3月推計)」　国立社会保障・人口問題研究所
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平成平成2424年度は２年ぶりの増加、海外からの観光客数は過去最高年度は２年ぶりの増加、海外からの観光客数は過去最高

入域観光客数と観光収入の推移
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9.11テロ事件

（H13）

海洋博覧会

（S50）

S47年度

入域観光客数56万人

H24年度

入域観光客数592万人

バブル崩壊

円高による海外との競合

航空運賃自由化

旅行商品低価格化

沖縄サミット開催

（H12）

(出所) 沖縄県「観光要覧」


